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2009春闘3月内決着の成果をふまえた４月段階のたたかいに向けて
日本食品関連産業労働組合総連合会
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１．連合は、3月31日に第2回賃金改定集計（3月28日）を発表した。平均方式で5,363円、1.79％（昨年対比-579円、-0.18％）となっている。昨年と同一組合比では、平均方式（774組合）で-761円、-0.25％となっている。

中小労組（300人未満単純平均）では、4,155円、1.63％（昨年対比-261円、-0.09％）で、目安として示した賃金カーブ確保相当分（4,500円）以上を獲得した組合は、45.8％で、昨年同時期の61.6％を15.8％下回り厳しい結果となっている。
連合中小労働委員会は、4月段階のたたかいに向けた「妥結ミニマム基準」などについて、中小共闘センターの「確認事項」として3月31日に以下の確認を行った。
（１）設定の考え方について

中小労働者の賃金水準の低下に歯止めをかけ格差拡大を阻止するため、今後交渉し解決をめざす組合に対し、「妥結ミニマム基準」（妥結最低基準）を設ける。
（２）妥結ミニマム基準

1 定期昇給分を「妥結ミニマム基準」とする。
また、定期昇給分の算定が困難なところは、「4,500円以上」とする。
2 加えて、可能な限りベースアップ（賃金改善分）の獲得をめざす。
　　　
２．フード連合の3月31日段階における回答状況は、収拾組合は66組合（昨年同時期48組合）、平均方式で5,762円、1.91%となっており、昨年の同一組合比(加重平均)では5,762円、1.91％と額で＋265円、率で0.08％上回っている。
自動車や電機など輸出型の産別でベア・賃金改善が取れていない中で、ベア・賃金改善を獲得した組合が24組合（昨年同時期18組合）となっているなどフード連合は昨年以上に健闘している。
　　特に世界的な経済危機の中で“ベアは論外”とした経営側の厳しい姿勢に対し、組合員のこれまでの努力や生活の確保、格差の是正などを求め、一律のベア以外でも基準内賃金に関わる何らかの賃金改善（①家族手当、②若年層の賃上げ、③若年単身者の住宅手当、④職級別賃金の下限の見直しなど）を引き出している。

３．フード連合の４月段階のたたかいについては、これまでのフード連合の収拾結果や連合中小労働委員会で示された妥結基準をふまえ、
「昨年妥結実績以上の上積みをめざす。また、定昇（相当分）の算定が困難な組合は「4,500円以上」の獲得をめざす。」こととする。

未解決組合は、これまでの先行組合等の収拾結果や交渉経過を踏まえ、粘り強い交渉を展開する。
フード連合は、今後、本部からの定期的な情報発信（ホームページ掲載）と、個別組合ごとに支援・フォロー体制を強化し、業種別部会、地域・ブロックと連携しながら、きめ細かな支援体制をおこなっていく。
４．賃金引上げ以外の統一要求課題である、①時間外割増率の引き上げと所定労働時間の短縮、②最低賃金の協定化、③パート労働者の処遇改善の取り組みについても、一部の組合で一定の成果を上げている。
今後、未解決組合は、賃金引上げ以外の要求課題についても、何らかの成果を引き出すよう粘り強い交渉をおこなう。そして、成果を獲得し、納得する結果が得られるまで、あきらめることなく全力を尽くす。
フード連合本部は、引き続き解決組合の状況を集約・公表し、未解決組合への支援と波及に努める。
以上
